
 

６６．．エエネネルルギギーー対対策策特特別別会会計計  
 

（（１１））概概要要  
 

エネルギー対策特別会計は、行政改革推進法に基づき、平成 19 年度に、石油及びエネルギ

ー需給構造高度化対策特別会計と電源開発促進対策特別会計を統合し、エネルギー対策に関す

る経理を明確にするために設置された特別会計であり、エネルギー需給勘定、電源開発促進勘

定及び原子力損害賠償支援勘定に区分経理されています。 

エネルギー需給勘定は、石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計で行われていた業

務を承継する勘定です。当初、昭和 42 年に石炭鉱業の安定対策実施等のために設置され（当

時は石炭対策特別会計）、昭和 47 年に石油対策の追加、昭和 55 年に石油代替エネルギー対策

の追加、平成 13 年には石炭対策廃止などの制度改正を実施してきたところです。 

また、電源開発促進勘定は、電源開発促進対策特別会計で行われていた業務を承継する勘定

です。当初、昭和 49 年に電源立地を促進することを目的とし、電源開発促進税の創設と合わ

せて設置され、昭和 55 年に石油代替エネルギーによる発電促進のための電源多様化対策を追

加、平成 15 年に新エネルギー事業を石油及びエネルギー需給構造高度化対策特別会計に一元

化、平成 24 年に原子力安全規制のための原子力安全規制対策を設置するなどの制度改正を実

施してきたところです。 

さらに、原子力損害賠償支援勘定は、「原子力損害賠償支援機構法」（平 23 法 94）（注）の規

定により行う原子力損害の賠償の迅速かつ適切な実施を確保するための財政上の措置を行うこ

とを目的とし、平成 23 年に設置された勘定です。 

 

（注）原子力損害賠償支援機構を改組し、同機構に事故炉の廃炉支援業務を担わせるため、平成 26 年通常国会に

「原子力損害賠償支援機構法の一部を改正する法律案」を提出し、同年 5 月 14 日に成立、同年 8 月 18 日か

ら施行しました。これに伴い、同機構の名称は「原子力損害賠償・廃炉等支援機構」に変更され、法律名も「原

子力損害賠償・廃炉等支援機構法」に変更されました。 
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エエネネルルギギーー対対策策特特別別会会計計のの仕仕組組みみ  

 エネルギー対策特別会計のうち石油石炭税を財源とするエネルギー需給勘定と、電源開発促

進税を財源とする電源開発促進勘定は、それぞれの税収を全て一般会計に計上した上で、必要

額を特別会計に繰り入れる仕組みとなっています。 

 

（（２２））具具体体的的なな事事業業のの内内容容  
 

本特別会計は、エネルギー需給勘定、電源開発促進勘定及び原子力損害賠償支援勘定に分か

れ、それぞれ以下の業務に関する経理を行っています。 

①①  エエネネルルギギーー需需給給勘勘定定  

エネルギー需給勘定は、受益者負担の考え方に基づき行われる燃料安定供給対策及びエネ

ルギー需給構造高度化対策に関する政府の経理を明確にするために設置されています。 

  

（（アア））燃燃料料安安定定供供給給対対策策  

石油、天然ガス及び石炭の安定的かつ低廉な供給の確保を図るために、石油及び天然ガ

ス等の開発、石油及び LP ガス等の備蓄等の措置を講じています。 

＜＜令令和和２２年年度度予予算算ににおおけけるる主主なな事事業業＞＞ 

○ 資源の安定的かつ安価な供給の確保 

－ 石油・天然ガス、石炭の権益確保の推進 

－ 石油・天然ガス等の国内資源開発の推進 等 

○ 強靱なエネルギーサプライチェーンの構築 

－ 製油所等の設備最適化や強靱化、地域における石油・ＬＰガス事業者の経営基盤強化 

－ 石油・LP ガス等の備蓄体制の整備 等 

    

エネルギー需給勘定 電源開発促進勘定
原子力損害賠償

支援勘定

周
辺
地
域
整
備
資
金

燃料安定
供給対策

エネルギー需給
構造高度化対策

電源立地対策 電源利用対策
原子力

安全規制対策
原子力損害

賠償支援対策

○石油・天然ガス・石
炭の開発の促進

○産油・産ガス・産炭
国協力

○石油・天然ガス・石
炭の生産・流通の
合理化・石油精製
合理化対策・石油
流通構造改善対策

○石油・ＬＰガス等の
備蓄

○ その他

○再生可能エネル
ギー及び省エネル
ギーの推進

○石炭・天然ガスの
高度利用

○エネルギー起源
CO2排出抑制への
取組

○その他

○電源立地地域へ
の交付金

○放射線の影響や
風評被害防止に関
する情報提供

○その他

○原子力発電所の安
全性向上のための
取組

○安定・効率的な電
力供給のための取
組

○その他

○原子力災害に備え
た取組

○原子力発電施設等
の安全規制を適切
に実施するための
取組

○東京電力福島第一
原子力発電所事故
による被災者の健
康管理・健康調査

○その他

○交付国債の償還金に
かかる借入金利子等

○その他

一 般 会 計 一 般 会 計 一般会計

石油石炭税 電源開発促進税

原
子
力
損
害
賠
償
支
援
資
金
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（（イイ））エエネネルルギギーー需需給給構構造造高高度度化化対対策策  

内外の経済的社会的環境に応じた安定的かつ適切なエネルギーの需給構造の構築を図る

ために、省エネルギー・再生可能エネルギー対策等の措置及びエネルギー起源ＣＯ２排出抑

制対策などの措置を講じています。 

＜＜令令和和 22 年年度度予予算算ににおおけけるる主主なな事事業業＞＞ 

○ 再生可能エネルギーの主力電源化 

－ 最大限の導入拡大と国民負担抑制の両立の実現に向けた課題への対応（地熱・水力

等のポテンシャル調査・開発支援、コスト低減・系統制約の克服・事業化の促進に向

けた研究開発・実証、固定価格買取制度の適切な運用等） 

○ 徹底した省エネルギーの推進 

－ 産業、業務、家庭、運輸部門での省エネルギー対策の強化 等 

○ 水素社会の実現に向けた取組強化 

 － 水素需要の拡大と水素供給体制の構築（定置用燃料電池の導入支援、水素ステーシ

ョンの戦略的整備や低コスト化に向けた研究開発、国際水素サプライチェーンの構築や

水素発電の実現に向けた開発・実証等） 

○ 高効率火力発電の開発・活用加速化   

 

 

②②  電電源源開開発発促促進進勘勘定定  

電源開発促進勘定は、電力利用者の受益者負担の考え方に基づき行われる電源立地対策、

電源利用対策及び原子力安全規制対策に関する政府の経理を明確にするために設置されてい

ます。 

  

（（アア））電電源源立立地地対対策策  

発電用施設周辺地域整備法の規定に基づく交付金の交付、その他の発電の用に供する施

設の設置及び運転の円滑化に資するための財政上の措置を講じています。 

＜＜令令和和 22 年年度度予予算算ににおおけけるる主主なな事事業業＞＞  

○ 発電用施設等と国民・地域との共生 

－ 発電用施設等の立地地域に係る理解促進 

－ 公共用施設の整備等のハード事業や福祉対策措置等のソフト事業 等 

○ 放射線の影響や風評被害防止、原子力政策等に関する広報 

 － 放射線に関する知識の普及 

 － 立地地域等に関する経済支援広報 等 

 

（（イイ））電電源源利利用用対対策策  

発電用施設の利用の促進及び安全の確保並びに発電用施設による電気の供給の円滑化を

図るための財政上の措置を講じています。 

＜＜令令和和 22 年年度度予予算算ににおおけけるる主主なな事事業業＞＞  

○ 原子力発電の安全基盤の構築 

－ 原子力発電所の安全対策高度化 

－ 原子力安全等のための人材育成 

－ 放射性廃棄物の処分に向けた取組 等 

○ 核燃料サイクルの確立 

 －  高速炉サイクルの技術開発  

 － 放射性廃棄物の減容化に向けたガラス固化技術の基盤研究 等 
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（（ウウ））原原子子力力安安全全規規制制対対策策 

原子力発電施設等に関する安全の確保を図るための措置を講じています。 

＜＜令令和和 22 年年度度予予算算ににおおけけるる主主なな事事業業＞＞  

○ 東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓や国際基準を踏まえた原子力規制の継続的

改善 

 － 重大事故（シビアアクシデント）対策、地震・津波対策の規制高度化のための 

試験・研究 等 

○ 環境放射線モニタリングの充実・強化 

— 原子力発電施設等の周辺地域におけるモニタリングの実施及び支援 等 

○ 原子力防災対策の充実・強化 

－ 地方自治体が行う原子力防災対策に対する支援 等  

  

③③  原原子子力力損損害害賠賠償償支支援援勘勘定定  

原子力損害賠償支援勘定は、原子力損害賠償支援対策に関する政府の経理を明確にするた

めに設置されています。 

  

（（アア））原原子子力力損損害害賠賠償償支支援援対対策策  

「原子力損害賠償・廃炉等支援機構法」の規定により行う原子力損害の賠償の迅速かつ

適切な実施を確保するための財政上の措置を講じています。 

原子力損害賠償は、原子力損害を生じさせた原子力事業者の責任において行われるとこ

ろ、賠償に必要となる資金繰りについては、「原子力損害賠償・廃炉等支援機構法」に基づ

き、原子力損害賠償・廃炉等支援機構への交付国債の交付・償還により支援することとさ

れています。同機構の保有する交付国債の償還に係る費用の財源には、原子力損害賠償支

援勘定の原子力損害賠償支援証券及び借入金収入が充てられ、同証券及び借入金の元本分

は、同機構の国庫納付金（納付金は主に原子力事業者の負担金からなります）、利子分は、

一般会計からの原子力損害賠償支援勘定への繰入金を財源として償還されます。 

＜＜令令和和 22 年年度度予予算算ににおおけけるる主主なな措措置置＞＞  

○ 借入金の償還等に必要な額の国債整理基金特別会計への繰入れ 等 
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（（３３））特特別別会会計計のの現現状状  
 

①①   歳歳入入歳歳出出予予算算（（令令和和 22 年年度度当当初初予予算算））  
 

  

○歳入総額、歳出総額、（参考）歳出純計額    

勘勘定定  歳歳入入総総額額  歳歳出出総総額額  （（参参考考））歳歳出出純純計計額額  

エネルギー需給勘定 22,442（＋158） 22,442（＋158） 7,943（＋212） 

電源開発促進勘定  3,320（▲40） 3,320（▲40） 3,320（▲40） 

原子力損害賠償支援勘定 117,620（▲2,577） 117,620（▲2,577） 0（＋0） 

特別会計合計 143,382  

（▲2,459） 

143,382  

（▲2,459） 

11,263 

（＋172） 

 

○エネルギー需給勘定の歳入・歳出の内容                  （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

一般会計より受入 5,952（▲229） 石油石炭税収入相当額のうち、燃料安定供給対策及びエ

ネルギー需給構造高度化対策に要する費用の財源に充て

るために必要な額の一般会計からの受入見込額 

石油証券及借入金

収入 

14,437（▲2） 国家備蓄石油の購入及び国家備蓄施設の設置に要する費

用の財源に充てるための石油証券並びに借入金収入の見

込額 

備蓄石油売払代 183（＋82） 国家備蓄石油の売払代収入の見込額 

雑収入 273（＋27） 石油公団承継株式配当金収入、雑入等の見込額 

前年度剰余金受入 1,597（＋280） 前年度の決算上の剰余金見込額 

合計 22,442（＋158）  

 

 

 

【【歳歳入入】】 

（（単単位位：：億億円円）） 

【【歳歳出出】】 
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（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

燃料安定供給対策

費 

2,216（＋88） ① 石油の備蓄の整備のための措置 

② 石油、可燃性天然ガス及び石炭資源の開発の促進

並びにこれらの生産及び流通の合理化のための施

策等 

独立行政法人石油

天然ガス・金属鉱

物資源機構出資 

565（＋195） （独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構が行う石油等

の探鉱及び採取並びに可燃性天然ガスの液化に必要な

資金の供給のための出資に必要な資金の一部に充てる

ための出資 

独立行政法人石油

天然ガス・金属鉱

物資源機構船舶建

造費 

27（▲13） （独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構が行う石油等

の探鉱等に必要な船舶の建造費の補助 

エネルギー需給構

造高度化対策費 

3,493（▲51） ① 非化石エネルギーの開発・利用の促進及びエネル

ギー利用の高度化の促進のためにとられる施策 

② 内外におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出の

抑制のためにとられる施策等           

国立研究開発法人

新エネルギー・産

業技術総合開発機

構運営費 

1,450（＋20） （国）新エネルギー・産業技術総合開発機構の行う業

務の財源の一部に充てるための同機構に対する運営費

交付金の交付 

独立行政法人石油

天然ガス・金属鉱

物資源機構運営費 

158（▲17） （独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構が行う業務の

財源の一部に充てるための同機構に対する運営費交付

金の交付 

事務取扱費 50（▲48） 事務取扱いに必要な人件費、事務費等 

諸支出金 0（—） 過誤納に係る返納金その他諸収入金に対する諸払戻し 

融通証券等事務取

扱費一般会計へ繰

入 

0（＋0） 石油証券の発行及び償還に必要な事務取扱費の支払財

源に充てるための一般会計への繰入れ 

国債整理基金特別

会計へ繰入 

14,473（▲16） 借入金の償還及び利子、石油証券の償還及び利子等の

支払財源に充てるための国債整理基金特別会計へ繰入

れ 

予備費 10（—） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 22,442（＋158）  

 

○電源開発促進勘定の歳入・歳出の内容                  （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

一般会計より受入 3,123（▲21） 電源開発促進税収入相当額のうち、電源立地対策、電

源利用対策及び原子力安全規制対策に要する費用の財

源に充てるために必要な額の一般会計からの受入見込

額 

周辺地域整備資金

より受入 

1（▲0） 周辺地域整備資金からの受入見込額 

雑収入 12（＋１） 返納金、財政融資資金への預託金利子収入見込額等 

前年度剰余金受入 183（▲20） 前年度の決算上の剰余金見込額 

合計 3,320（▲40）  
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（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

電源立地対策費 1,669（▲33） 電源立地地域対策交付金の交付等 

電源利用対策費 157（＋1） ① 発電用施設の利用の促進及び安全の確保を図るための

措置 

② 発電用施設による電気の供給の円滑化を図るための措

置等 

原子力安全規制対策費 289（▲11） 原子力発電施設等に関する安全の確保を図るための措置 

国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構運

営費 

936（▲2） （国）日本原子力研究開発機構の行う業務の財源の一部

に充てるための同機構に対する運営費交付金の交付 

国立研究開発法人日本

原子力研究開発機構施

設整備費 

1（皆増） （国）日本原子力研究開発機構が施行する研究施設の整

備費の補助 

事務取扱費 263（＋5） 事務取扱いに必要な人件費、事務費等 

諸支出金 0（－） 過誤納に係る返納金その他諸収入金に対する諸払戻し 

予備費 5（－） 予見し難い予算の不足に充てるための予備費 

合計 3,320（▲40）  
 

 

○原子力損害賠償支援勘定の歳入・歳出の内容                （単位：億円） 

（歳入） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

原子力損害賠償支援資

金より受入 

49（▲5） 原子力損害賠償支援資金からの受入見込額 

原子力損害賠償支援証

券及借入金収入 

117,568  

（▲2,573） 

交付国債の償還金に係る費用の財源に充てるための原子

力損害賠償支援証券及び借入金収入の見込額 

原子力損害賠償・廃炉

等支援機構納付金収入 

0（－） 原子力損害賠償・廃炉等支援機構から納付される納付金

の受入見込額 

雑収入 0（▲0） 財政融資資金への預託金の利子収入見込額 

前年度剰余金受入 3（＋1） 前年度の決算上の剰余金見込額 

合計 117,620  

（▲2,577） 

 

 

（歳出） 

内内容容  額額  説説明明（（増増減減要要因因））  

事務取扱費 0（＋0） 事務取扱いに必要な事務費 

国債整理基金特別会

計へ繰入 

117,620 

（▲2,577） 

借入金の償還及び利子等の支払財源に充てるための国債

整理基金特別会計へ繰入れ 

合計 117,620  

（▲2,577） 
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②②   剰剰余余金金  
 

令令和和元元年年度度決決算算  

（単位：億円、単位未満切捨） 

 

 

令和元年度決算における剰余金は、エネルギー対策特別会計全体で 5,104 億円です。 

当該剰余金は、①翌年度繰越額 1,161 億円、②歳出不用額 1,152 億円、③歳入増加額が

817 億円、④前年度剰余金受入増加額 1,972 億円等によって構成されています。このう

ち、④については、平成 30 年度において生じた歳出不用等が、令和元年度の歳入予算に計

上されず、令和元年度の歳入決算に計上されたものであり、令和元年度において、実際に余

った金額ではありません。 

 

 

＜＜エエネネルルギギーー需需給給勘勘定定＞＞  

エネルギー需給勘定における剰余金は、3,570 億円であり、そのうち①翌年度繰越額が

1,048 億円、②歳出不用額が 960 億円、③歳入増加額が 480 億円、④前年度剰余金受入

増加額が 1,081 億円等です。 

（剰余金が生じた理由） 

① については、二国間オフセット・クレジット制度活用設備導入補助事業について、再

生可能エネルギー発電設備等の導入に際し、地元関係者との調整が必要となったこと

により年度内に事業を終了することができなくなったこと等によるものです。 

② については、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金において、事業規模が予定を下

回ったこと、事業規模の見直しによる事業計画の変更があったこと等によるもので

す。 

③③ については、石油公団の解散に伴い承継した株式に係る配当金が予定より多かったこ

と等によるものです。    

勘勘定定  
収収納納済済  

歳歳入入額額  

支支出出済済  

歳歳出出額額  
剰剰余余金金  

翌翌年年度度  

歳歳入入繰繰入入  

積積立立金金積積立立  

資資金金組組入入  

一一般般会会計計へへ

繰繰入入  

エネルギー需給勘定 25,078 21,508 3,570 3,570 - 0 

電源開発促進勘定 3,677 3,176 501 501 - - 

原子力損害賠償支援勘定 80,114 79,082 1,032 1,032 - - 

特別会計合計 108,870 103,766 5,104 5,104 - 0 
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（剰余金の処理の方法） 

剰余金のうち 3,570 億円については、特別会計法第 8 条第 1 項の規定により令和 2 年度

の歳入として受け入れ、翌年度以降のエネルギー対策特別会計の財源として活用されます。

それにより歳入予算における一般会計からの繰入額が抑制されることとなります。 

残額については、同法第 8 条第 2 項の規定により令和 2 年度の一般会計の財源として繰

り入れることとしています。 

 

 

＜＜電電源源開開発発促促進進勘勘定定＞＞  

電源開発促進勘定における剰余金は、501 億円であり、そのうち①翌年度繰越額が 112

億円、②歳出不用額が 191 億円、③歳入増加額が 24 億円、④前年度剰余金受入増加額が

172 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

① については、原子力災害等医療実効性確保事業について、近隣住民からの要望を踏まえ

た整備計画の見直しや、令和元年台風第 15 号等の影響による入札不調等によるもので

す。 

② については、電源立地地域対策交付金において、地方公共団体からの交付申請額が予定

を下回ったこと等によるものです。 

③ については、原子力施設等防災対策等交付金等の返納金があったこと等によるもので

す。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第 8 条第 1 項の規定により令和 2 年度の歳入として受け入れ、翌年度以降の

エネルギー対策特別会計の財源として活用されます。それにより歳入予算における一般会計

からの繰入額が抑制されることとなります。 

 

 

＜＜原原子子力力損損害害賠賠償償支支援援勘勘定定＞＞  

原子力損害賠償支援勘定における剰余金は、1,032 億円です。 

（剰余金が生じた理由） 

政府として原子力損害賠償に支障のないよう万全を期すこととされている中、令和元年度

における借入金の未執行額 1,027 億円等によるものです。 

（剰余金の処理の方法） 

特別会計法第 8 条第 1 項の規定により令和 2 年度の歳入として受け入れ、翌年度以降の

エネルギー対策特別会計の財源として活用されます。 
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③③  積積立立金金等等  
 

周周辺辺地地域域整整備備資資金金（（電電源源開開発発促促進進勘勘定定））  

①① 資資金金のの残残高高  （単位：億円） 

令令和和 22 年年度度末末（（予予定定））  
（（令令和和 22 年年度度予予算算））  

令令和和元元年年度度末末  
（（令令和和元元年年度度決決算算処処理理後後））  

平平成成 3300 年年度度末末  
（（平平成成 3300 年年度度決決算算処処理理後後））  

— 1 3 

②②  資資金金のの目目的的  

エネルギー対策特別会計電源開発促進勘定においては、特別会計法第 92 条第 1 項の規定

に基づき周辺地域整備資金を置き、電源立地の進展に伴って将来発生する電源立地地域対策

交付金その他の発電の用に供する施設の設置及び運転の円滑化に資するための財政上の措置

に要する費用を確保することとしています。 

③③  資資金金のの水水準準  

周辺地域整備資金については、会計検査院の意見表示等において、原子力発電施設の周辺

地域における安全対策等に多額の費用が必要と見込まれる状況を踏まえ、残高の規模を縮減

させることとの指摘を受けております。 

この指摘を踏まえ、避難道路の整備等に係る交付金に充当するため、令和 2 年度予算にお

いて資金残高の全額を取り崩すこととしております。 

 

 

原原子子力力損損害害賠賠償償支支援援資資金金（（原原子子力力損損害害賠賠償償支支援援勘勘定定））  

①①   資資金金のの残残高高                                                        （単位：億円） 

令令和和 22 年年度度末末（（予予定定））  
（（令令和和 22 年年度度予予算算））  

平平成成元元年年度度末末  
（（平平成成元元年年度度決決算算処処理理後後））  

平平成成 3300 年年度度末末  
（（平平成成 3300 年年度度決決算算処処理理後後））  

534 583 583 

②②  資資金金のの目目的的  

エネルギー対策特別会計原子力損害賠償支援勘定においては、特別会計法第 92 条の 2 第

1 項の規定に基づき原子力損害賠償支援資金を置き、原子力損害賠償・廃炉等支援機構に交

付された国債の償還金及び当該国債の償還に関する諸費の支出として、国債整理基金特別会

計への繰入を円滑に実施するために要する費用を確保することとしています。 

③③   資資金金のの水水準準  

市場金利の変動やその他の要因を勘案し、国債整理基金特別会計への繰入れを円滑に実施

するために必要な金額を積み立てています。 

令和 2 年度予算においては、当該年度の金利負担に要する費用に充てるため、49 億円を

取り崩すこととしております。 
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④④   資資産産及及びび負負債債（（平平成成 3300 年年度度特特別別会会計計財財務務書書類類））  
 

エエネネルルギギーー対対策策特特別別会会計計貸貸借借対対照照表表    （単位：億円、単位未満切捨） 

  

  

  

主な資産は、将来のリスクに備える国家石油備蓄等（1 兆 4,945 億円、たな卸資産）、東京

電力ホールディングス（株）へ資金援助を行う原子力損害賠償・廃炉等支援機構に対し、将来

の資金援助の財源として交付した国債の償還費用（4 兆 7,034 億円、前払費用）、国家石油備

蓄基地に係る工作物等（4,938 億円、有形固定資産）があります。この他、旧石油公団から承

継した有価証券（6,014 億円、有価証券）や政策目的による独立行政法人等に対する出資金

（6,398 億円、出資金）等があります。 

資産・負債差額は、借入金（7 兆 7,491 億円）によって発生しています。これは、原子力損

害賠償支援勘定において、原子力損害賠償・廃炉等支援機構への交付国債の償還の進捗により、

当該償還のための財源に係る借入金が増加したためです。 

  

《29年度》 《30年度》 ＜資産の部＞ ＜負債の部＞ 《30年度》 《29年度》

未払金 18 1

未払費用 0 0

賞与引当金 5 5

3 2 未収金

- - 未収収益

329 330 貸付金

333 333 他会計繰戻未収金

▲ 2 ▲ 2 貸倒引当金

1 1 無形固定資産

94,438 85,137 資産合計

退職給付引当金 41 41

負債合計 136,451 139,858

負債及び資産・負債差額合計 85,137 94,438

47,034

有形固定資産

▲ 45,420

14,945

5,103 現金･預金

政府短期証券 11,860

77,491

▲ 51,314

前払費用54,736

(エネ需分）

5,142

15,228

6,0146,500

5,319 4,938

公債 47,034

たな卸資産

有価証券

資産・負債差額

6,398

借入金

6,885 出資金

73,213

11,859

54,736
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（（４４））事事務務及及びび事事業業のの効効率率化化・・財財務務にに関関すするる情情報報のの透透明明化化のの取取組組みみ等等  
 

エネルギー需給勘定について、再生可能エネルギーの普及・省エネルギー対策の促進に係る

分野について、令和 2 年度の概算要求前に関係省庁で調整し、経済産業省及び環境省がそれぞ

れ各省庁と連携して事業を行うことで、事務及び事業の効率化を図っています。 

また、エネルギー対策特別会計の財務に関する情報については、資源エネルギー庁のホーム

ページに特別会計財務書類を毎年度公表しています。 

 

 

エネルギー対策特別会計についての問い合わせ先 

   内 閣 府 大臣官房 会計課 

電話番号 03-3581-4610 

経済産業省 資源エネルギー庁 長官官房 総務課 

                 電話番号 03-3501-2669 

文部科学省 研究開発局 開発企画課            

                 電話番号 03-6734-4126 

環 境 省 地球環境局 地球温暖化対策課           

                 電話番号 03-6457-9099 

原子力規制委員会 原子力規制庁 長官官房会計部門 

電話番号 03-5114-2103 
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